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取 組 地 区 名

① 行政と担い手が一体となって分散錯圃を解消。効率的な営農を開始 鳥取県八頭町郡家地区

② 市が中心となって基盤整備をすすめ、担い手法人に集約 島根県大田市三久須地区

③ 機構コーディネーターの仲介により地区外の担い手を確保 広島県尾道市因島重井大早地区

④ 機構や町のきめ細かな支援により円滑な企業参入を実現 広島県北広島町西宗地区

⑤ 規模縮小する農家の農地を地区外の担い手へマッチング 香川県坂出市川津地区
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行政と担い手が一体となって分散錯圃を解消。効率的な営農を開始

鳥取県八頭町郡家地区
や ず ちょう こう げ

○ 人・農地チーム会議は、担い手への経営体制の強化と農地の保全を一体的に行うため、集約事例を他地区にも横展開。

受け⼿の声
「機構を活用することで、

長年の懸案だった分散錯圃

が解消。集約化することで

水系がまとまり管理負担が

軽減。また、圃場間の移動

時間短縮により農作業が効

率化し感謝。」

「取組のポイント」

アンケート調査による課題の掘り起こしと徹底した話し合いにより集約化。

中山間

地区の概要

取組の成果

典型的な日本海型気候で、降水量は年間を通じて豊富であり、耕作に適した田園地帯がある米どころ。基盤整
備は概ね完了しているものの、区画が所有者ごとに畦畔で区切られた狭小な農地。

⚪ 同町の担い手法人は、借入農地が散在し、かつ山間部の条件が悪い農地も借入してきた結果、作業効率が低

下し、現状のままでは管理が困難となることを懸念（圃場の大区画化は、機械体系の見直しにより新たな投
資が必要となることから小・中規模農家の多くは消極的）。

⚪ 担い手と農地の問題を集落単位で解決するため、機構、町、農業委員会、八頭町農業公社、県及びＪＡが一

体となった「八頭町人・農地問題解決に向けた話合い推進チーム会議」(人・農地チーム会議)を発足。
活動の一環として、担い手を対象に、町内全域でアンケート調査を実施し、経営課題、規模拡大(縮小)の意

向、土地改良事業の希望等農地利用の意見要望を把握した上で、個別にヒアリング。アンケート結果や農地の
利用状況を地図化し、地域の農地を守る取組を開始。

⚪ アンケート調査により、同町郡家地区の２法人経営体が、分散錯圃解消を希望していることが分かり、人・

農地チーム会議主導で、耕作希望農地を既存の地図に落として具現化するとともに、筆数、交換面積を調査す
るなど農地の集約化を推進。

⚪ 集約化を希望する同２法人は、農地の利用権の交換を円滑に進めるため、農業委員会が取りまとめた賃借料

の相場を元に、これまで担い手毎に異なっていた貸借条件を統一。地権者へは、町、農業委員会、八頭町公社
及び２法人が、書面の送付や個別訪問により説明し、合意を取得。利用権設定期間が満了又は合意解約した農
地から、順次機構を活用して担い手へ転貸していき、集約化を実現。
農業委員会は、この状況を踏まえて、谷間、山間部の非農地判断を含め、守るべき農地の明確化に着手。

⚪ また町は、新規就農者等への集積を進めるため、アンケートの調査結果をもとに、受け手と担い手の意向を

汲み取りながら草の根的な利用調整を行って、機構のマッチング（合意形成）に貢献。

取組の内容

農地バンクの活用による地区内農業の変化（取組の効果）

人・農地チーム会議の様子

鳥 取 県

八 頭 町



市が中心となって基盤整備をすすめ、担い手法人に集約

島根県大田市三久須地区
おお だ し み く す

① 条件不利地が多いことに加え高齢化による担い手不足が進行し、農地の荒廃が懸念される中、地元役員が、

基盤整備を要望。市、県は、農地中間管理機構関連農地整備事業の活用を提案。

② 地元、市、県が連携して整備・営農計画を作成した後、機構、農業委員会、土地改良連合会も加わって地元全

体説明会を実施。制度や提出書類の説明をしたあと、書類を手渡しし、個別説明にも対応するなど関係機関が

バックアップ。地元役員は欠席者へ周知。市は、相続未登記や県外在住者への説明など、対応困難な問題につ

いてもサポート。地元と関係機関の役割分担が奏功し、スムーズな合意形成が実現。

③ 整備後は、新規設立予定の法人に集積し、土地利用型作物の栽培における作業効率向上や新技術の導入に

よる更なる低コスト化。併せて、高収益作物の導入による収益の向上を図るとともに、整備区域外の農地では放

牧利用するなど余すことなく農地を活用。

農地バンク
活用面積

借入面積 15.2ha
転貸面積 13.6ha

新規集積面積 13.6ha

地区内農地面積 15.2ha （基盤整備後：13.6ha）

集積面積・集積率 0.0ha（0.0％） 13.6ha（100％）

平均経営面積 0.52ha/経営体 13.6ha/経営体

平均団地面積 0.26ha/団地 13.6ha/団地

「取組のポイント」

 市が中⼼的な役割を担いながら、農業委員会、県、地元役員等と連携し、地域の
合意形成を主導。

中山間 基盤整備

狭小かつ不整形な農地が散在、幅狭な耕作道路のため、農業機械の大型化が困難な上、用排水路の老朽化によ

り施設の維持管理にも苦慮。また湿田のため、高収益作物の導入が難しく農業経営の安定化に支障。

地区の概要

取組の内容

農地バンクの活用による地区内農業の変化

 個⼈経営から法⼈経営へ、
効率的で安定した農業経営
にシフト。

 市や農業委員会が地元に寄
り添って事業着⼿を先導し
たことで⼿続きが無事完了。

取組の成果

個人経営体２６戸による小規模経営 １集落１法人による効率経営

活 用 前 活 用 後

島 根 県

大 田 市



機構コーディネーターの仲介により地区外の担い手を確保

広島県尾道市因島重井大早地区
おのみち し いんのしましげ い おおはや

① 地元ＪＡのOBである機構コーディネーターは、地区外から担い手を確保するため、市外でブドウ栽培に取り組む担

い手法人へ地区内でのレモン栽培（市特産）を提案。担い手法人は、新たな収益の柱として農業部門の拡大を目指し

ていたためレモン栽培の導入を検討。機構コーディネーターや市・農業委員会・県の担当者から、農地確保や営農計

画、労務管理等についてアドバイスを受けて参入を決意。

② 生産適地の選定にあたっては、地元の事情に精通している機構コーディネーターが、農業委員と連携して貸付希望

の聞き取りを行うなど地権者との調整を行い、まとまった農地を短期間で確保。

③ 県は、果樹の担い手への集積を促進するため、県単独事業（機構を介して果樹の担い手に農地を貸し出す地権者

に対する交付金）により支援。

④ 中山間地域でのブドウ生産と島嶼部でのレモン栽培の複合経営という県内初の取組を関係機関が一体となって支

援することで、新たな担い手による集積を実現。

 受け⼿の声「機構活⽤
により新たな⽣産部⾨
の⽴ち上げが実現。機
構コーディネータの仲
介により地権者との調
整がスムーズにでき感
謝。」

農地バンク
活用面積

借入面積 0.8ha
転貸面積 0.8ha

新規集積面積 0.8ha

地区内農地面積 5.4ha

集積面積・集積率 1.0ha（18.5％） 1.6ha（29.6％）

平均経営面積 0.2ha/経営体 0.3ha/経営体

平均団地面積 0.2ha/団地 0.2ha/団地

農地バンクの活用による地区内農業の変化

取組の内容

「取組のポイント」

地元の事情に精通している機構コーディネーターが地権者と調整を⾏い地区外の担
い⼿法⼈向けにまとまった農地を確保。

瀬戸内の温暖な気候に恵まれ、柑橘や野菜の生産が盛んな地域。高齢化による離農の増加で、農地の遊休化を懸

念。地区内の担い手に余力はなく地区外からの担い手確保が課題。

地区の概要

活用後活用前

取組の成果

広 島 県



機構や町のきめ細かな支援により円滑な企業参入を実現

広島県北広島町西宗地区
きた ひろ しまちょう にし むね

① 町は新たな担い手を確保するため地元代表者に対し、地域外からの担い手誘致を打診。

② 参入意向のあった県外企業とのマッチングを行うため、町、県が連携して地域の担い手等との橋渡しや調整

活動を実施。

③ 町、農業委員会は、地元代表者が聞き取った貸付意向のある農地を地図化して集積する農地を特定。

④ 機構、農業委員会は、地権者毎の貸付条件や農地管理の役割分担を整理した確認シートを作成し、関係者

で共有。

④ 関係機関が一体となり、地元と企業のニーズを汲み取りながらきめ細かな支援を行うことで集積が実現。

 受け⼿の声「機構活⽤
によりまとまった農地
を確保でき感謝」

 出し⼿の声「新たな担
い⼿が確保でき、農地
管理の負担が軽減され
感謝。

農地バンク
活用面積

借入面積 15.7ha
転貸面積 15.7ha

新規集積面積 15.7ha

地区内農地面積 58.5ha

集積面積・集積率 3.0ha（5.0％） 18.7ha（32.0％）

平均経営面積 1.5ha/経営体 6.2ha/経営体

平均団地面積 1.5ha/団地 1.6ha/団地

農地バンクの活用による地区内農業の変化

取組の内容

「取組のポイント」

地図や確認シートを⽤いてトラブル無く参⼊企業へ農地を集積

中山間

水稲中心の中山間地域で基盤整備は実施済みであるものの、高齢化や不在地主の増加により地元の担い手だけで

は農地を守り切れず遊休化が懸念され、新たな担い手の確保が急務。

地区の概要

取組の成果

活用前

広 島 県

活用後



規模縮小する農家の農地を地区外の担い手へマッチング

香川県坂出市川津地区
さか いで し かわ つ

① 規模拡大を希望する地区外の担い手法人が、農地の借受と野菜への作付転換について農業委員会へ相談。

同時期、地元農家が、規模縮小について市へ相談。これらを受け、市、農業委員、機構は今後の農業のあり

方を協議。農業委員は、「地区外の担い手に農地を守ってもらいたい」という意向が地元にあることを確認。

② 農業委員会と市は、規模縮小を希望する農家へ農地中間管理事業を説明し、機構への貸付の同意を取得。

機構は地区外担い手とマッチング。他の地区外担い手からも借り受け希望が寄せられるようになり、地区外担

い手の参入が増加。

③ 担い手の経営農地と規模縮小等による貸付希望農地を地図化。すでに参入している担い手、参入を希望し

ている担い手、農業委員、市、農業委員会、機構による検討会を開催し、今後の農地集積や多面的機能の維

持、農地の遊休化防止について対応を検討するとともに集約化に向けた取組を推進。

 受け⼿の声「機構が担い⼿
同⼠の調整をしてくれたの
で棲み分けが出来、集約化
にも期待」

 出し⼿の声「地区外の担い
⼿が⼊ってきてくれたこと
で地域の農地を維持できる
⾒込みが出来たので安⼼」

農地バンク
活用面積

借入面積 5.3ha
転貸面積 5.3ha

新規集積面積 5.3ha

地区内農地面積 86.73ha

集積面積・集積率 2.6ha（3.0％） 10.4ha（12.0％）

平均経営面積 1.3ha/経営体 2.1ha/経営体

平均団地面積 0.1ha/団地 0.24ha/団地

農地バンクの活用による地区内農業の変化

取組の内容

「取組のポイント」

農業委員と機構のチームワークで出し⼿と受け⼿の希望に沿ったマッチング

中山間

兼業農家による米作、集落営農法人による水田裏作の麦作を中心とした土地利用型農業が定着していたが、高齢

化や担い手不足によって農地の維持管理に苦慮する状況。農地の遊休化を懸念。

地区の概要

活用前 活用後

取組の成果

香 川 県

坂 出 市


